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１．改定の目的

今後、急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う更新需要の増大など、公営企

業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増す状況にあります。

これらの課題や現状に対して総務省は、公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を企業

ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの

向上を実現していくことを強く求めています。

このため、２０１７（平成２９）年度（平成３０年１月）に策定した五所川原市水道事業経営戦略を改定し、引き

続き健全な経営を維持していきます。

２．経営状況分析（現状分析）

２０１９（令和元）年度から２０２３（令和５）年度までの直近５年間の実績に基づき、経営状況の現状分析を行

った結果、次のとおり整理することができます。

❶給水人口・料金収入等が減少

給水人口の減少等に伴い、料金収入は減少していますが（調定件数は微減）、今のところ、事業の経営に大きな

影響を与えるような大幅な減収には至っていません。

しかしながら、給水人口、料金収入が減少してきている中では、より一層の収益確保に努めていくことが重要で

す。そのためには、有収率向上、給水原価抑制の取組とともに、今後は、五所川原地域と金木地域の料金体系の

統合を含めた水道料金の見直しについて検討していくことも必要です。

❷経費が増加傾向

経費は、動力費が物価上昇の影響により増加傾向であるほか、施設・設備の老朽化等に伴う修繕費の増加が目

立っており、今後は、省エネ機器の導入など施設・設備等更新に係る実施計画等の見直しによりコスト削減を検討

していく必要があります。

❸企業債元金残高が増加

これまで施設・設備の更新等の財源には企業債を活用していることから、企業債元金残高は増加していま

す。

今後も、施設・設備の更新や管路の更新・耐震化が予定されていることから、健全な経営を継続していくために

も、企業債以外の財源の活用可否を検討するなど、企業債元金残高の減少に努めていく必要があります。
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３．施設等の現状

❶重要施設の状況等

重要施設については、耐震化や給水効率を考慮した施設更新を実施しており、耐震化されていない元町浄

水場及びその他関連施設については、2024年（令和６）年度から５年間の計画で解体を行います。

今後は、１０年から３０年先の見通しを予測した、更に精度の高い更新計画等を作成し、これらの実施計画

に基づいて老朽化対策を行っていくことが重要です。

■重要施設の状況

❷管路は更新に向けた対策が必要

県内各市と比較して重要施設に接続する管路の老朽化の割合は低いものの、今後は国が主導する災害対

策に向けた耐震管の更新等が必要となります。

重要施設と同様に１０年から３０年先を見通した更新計画や耐震化計画等を作成し、これらの実施計画に

基づいて老朽化対策及び耐震化を進め、安定供給の継続を図っていくことが重要です。

■県内各市の老朽管の状況（２０２２（令和４）年度末現在） （単位：㎞、％）

項目 五所川原市 青森市 弘前市 黒石市 三沢市 十和田市 むつ市 平川市

導送配水管延長 480 1,435 1,075 199 300 859 499 209

うち法定耐用年数を経過した管路

延長
103.73 660.22 332.05 51.66 97.35 83.17 66.27 55.04

法定耐用年数を超過した管路の割

合
21.6 46.0 30.9 25.9 32.5 9.7 13.3 26.4

うち当該年度に更新した管路延長 4.23 15.21 4.47 0.34 2.51 4.51 3.75 0.13

取得年度（西暦） 取得年度（和暦） 耐震化状況 耐用年数 経過年数
浄水管理施設 水道庁舎 1991 平成3 耐震化済み 50 32

元町浄水場 1957 昭和32 解体予定 50 66

飯詰浄水場 1993 平成5 耐震化済み 50 30

七和配水場 1988 昭和63 耐震化済み 50 35

川倉配水場 1976 昭和51 耐震化済み 50 47

嘉瀬配水場 1976 昭和51 耐震化済み 50 47

大東ヶ丘配水場 1995 平成7 耐震化済み 50 28

施設類型・名称

浄水施設

配水施設
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４．今後の予測

❶料金収入の予測

総人口、給水人口及び年間有収水量の予測を踏まえ、料金収入が2023（令和5）年度の料金単価実績の

まま推移した場合の状況について試算した結果、次の図のとおり、料金収入は減少傾向の見込みです。

■料金収入の予測 （単位：千円）

❷投資の予測

本経営戦略の計画期間である2025（令和7）年度から2034（令和１6）年度までの１０年間における投資

総額は約４１億円を予測しており、投資対象は耐用年数を超過した施設や関連設備、管路の更新等が中心と

なります。

管路更新については、水道施設全体の基礎調査等を行い投資の平準化を図りながら、重要度、優先度の

高い箇所を整理し、当該箇所の詳細調査を行った上で緊急性の高い箇所から更新及び耐震化を実施してい

く必要があります。

■計画期間である203４（令和1６）年度までの全体投資スケジュール （単位：千円）

計画年次 ❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓

年度

内容

2025

(令和 7)

2026

(令和 8)

2027

(令和 9)

2028

(令和 10)

2029

(令和 11)

2030

(令和 12)

2031

(令和 13)

2032

(令和 14)

2033

(令和 15)

2034

(令和 16)

① 施設更新 239,700 139,700 80,000 132,910 225,199 107,500 0 0 0 0

② 管路更新 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 320,000

③ その他 51,700 0 25,590 4,840 17,198 0 70,000 20,000 45,190 0

事業費合計 591,400 439,700 405,590 437,750 542,397 407,500 370,000 320,000 345,190 320,000

2025
令和7

2026
令和8

2027
令和9

2028
令和10

2029
令和11

2030
令和12

2031
令和13

2032
令和14

2033
令和15

2034
令和16

料金収入 1,324,116 1,298,905 1,279,518 1,260,326 1,257,173 1,253,133 1,213,901 1,203,602 1,195,755 1,178,966
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５．経営理念、基本方針及び実施目標

給水人口の減少や節水機器の普及等に伴う料金収入の減少に加え、施設・設備の老朽化等による更新事

業への投資の増大など、今後の水道事業を取り巻く経営環境は厳しくなることが予想されます。

このため、効率的で持続可能な水道事業の実現と健全な企業経営継続のための施策を推進していくため

には、五所川原市水道事業ビジョンで掲げる方向性、視点により総合的に取り組んでいくことが重要です。

このことから、五所川原市水道事業ビジョンの基本理念である「豊かな自然と安心を未来につなぐ水道水」

を経営理念とし、基本方針についても五所川原市水道事業ビジョンと同様の方針を掲げます。

【経営理念】

【目標・指標】

本経営戦略の計画期間においては、次の実施目標を設定します。

（１）経常収支比率１００％以上を維持・継続

本経営戦略の計画期間である１０年間において、経常収支比率１００％を毎年度達成していくことを

目指します。当該目標に関しては、１０年間継続した場合に目標達成（１００%）とします。

（2）料金回収率１００％以上を維持・継続

本経営戦略の計画期間である１０年間において、料金回収率１００％を毎年度達成していくことを目

指します。当該目標に関しては、１０年間継続した場合に目標達成（１００%）とします。

（3）給水原価の抑制

本経営戦略の計画期間の各年度において、給水原価を県内各市の平均値以下に抑制していくこと

を目指します。当該目標に関しては、１０年間継続した場合に目標達成（１００％）とします。

基本方針

【強靭】自然災害等による被災を
最小限にとどめ、被災した場合
であっても、迅速に復旧できるし
なやかな水道

【安全】すべての国民が、いつで
もどこでも、水をおいしく飲める水
道

【持続】給水人口や給水量が減
少した状況においても、健全かつ
安定的な事業運営が可能な水道

豊かな自然と安心を未来につなぐ水道水
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６．目標達成に向けたロードマップ

本経営戦略の計画期間中の目標達成に向けたロードマップは、次の表のとおりです。

なお、２０２９（令和１１）年度には、原則５年に１回の経営戦略の見直しを行い、その際に料金改定の必要性につい

て検討を行います。

■目標達成に向けたロードマップ

７．経営戦略の取組体制

本経営戦略における経営推進体制は、上下水道部経営管理課、水道課及び浄水管理室が取組を実施し、

情報収集・進捗管理を行うほか、財政部局や人事部局など関係部局との連携を図っていきます。

また、経営管理課が事務局となり有識者と使用者をメンバーとする上下水道事業等経営審議会や市議会

に対し意見等を求め推進します。

本経営戦略の次回以降の見直しについては、五所川原市水道事業ビジョンの改定状況、経営環境の変化

や投資計画・事業計画の進捗を踏まえて、原則５年ごとに見直しを行います。

■水道事業ビジョン、料金、経営戦略の見直し・改定等スケジュール

※五所川原市水道事業ビジョンの計画期間は、2019（令和元）年度から 2028（令和 10）年度までの 10 年間となっています。

2025（令和７）年３月

五所川原市上下水道部経営管理課

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
(令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15) (令和16)

水 道 事 業
ビ ジ ョ ン

見直し
公表

料 金
改定の必
要性検討

経 営 戦 略
見直し
公表

見直し
公表

年度

2025（令和7）年度 給水原価の抑制

2026（令和8）年度

2027（令和9）年度

2028（令和10）年度

2029（令和11）年度 料金改定の必要性検討

2030（令和12）年度

2031（令和13）年度

2032（令和14）年度

2033（令和15）年度

2034（令和16）年度

年度 収益確保の活動 経費削減の活動


